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令和２年度当初予算案の概要 

【1】 編 成 方 針 
 

府財政は、地方消費税の税率引上げ等により、府税収入が増加するものの、税関連の市町

村交付金等を除いた実質税収は、税制改正の影響などにより減少する見込みです。 

海外経済の動向など、景気に及ぼす影響が懸念される中、義務的に負担する社会保障関

係経費が増え続けており、今後も多額の財源不足が生じる見込みであり、収支の見通しは依

然として厳しく、財政再建は道半ばです。 

このため、今回の予算編成においては、引き続き財政規律を堅持しつつ、「府政運営の基本

方針 2020」を踏まえ、「世界の中で躍動し、成長し続ける大阪」の実現に向け、府民の安全・安

心を確保し、大阪の成長を促すための施策に限られた財源を重点的に配分しました。 

 

【2】 予 算 規 模  

区 分 R １ 当 初 R ２ 当 初 増 減 額 前 年 度 比 

一 般 会 計 25,983 26,368 384 101.5 

特 別 会 計 28,483 30,094 1,611 105.7 

計 54,466 56,461 1,995 103.7 

   (各表においては、端数処理の関係上、合計と内訳が一致しない場合がある。) 
   
 

 

 

Ø 府税収入は、税制改正（地方法人課税の偏在是正措置等）の影響などにより、 

実質税収ベースで減少（P7、8） 

Ø 建設事業費や一般施策経費などは減少するものの、社会保障関係経費は増加 

（P2、3、4、5）  

Ø その結果、財政調整基金の取崩額は、前年度から増加（P10） 
 

 

 
（一般会計予算規模における増減の主な理由） 

・地方消費税の税率引上げ等による税関連歳出の増（＋６４６億円） 

・支出が義務付けられている社会保障関係経費の自然増と幼児教育の無償化などによる増（＋３５０億円） 

・中小企業向け制度融資に係る預託金の減（▲３４０億円）や選挙執行費の減（▲６８億円） 

・事業の進捗等による建設事業費の減（▲１１４億円） 

（特別会計予算規模における増減の主な理由） 

・地方消費税の税率引上げによる地方消費税清算特別会計の予算規模増（＋１，４３６億円） 

 

○一般歳出ベース：１兆９，８４１億円、前年度当初比 ９８．７％、２５７億円の減。 

（公債費、税関連歳出、基金への積立金を除く歳出合計） 

○義 務 的 支 出：１兆８，４６０億円、前年度当初比 １０５．５％、９６３億円の増。 

（人件費、公債費、税関連歳出、社会保障関係経費（義務的経費）の合計） 
 

 

単位：億円、％ 

○全体の特徴 

資料１ 
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・一般会計当初予算の推移                                     単位：億円 
 

H２４ H２５ H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ 
R１ R２ 

当初 当初 補正後 

歳出総額 

 （調整前） 

一般歳出 

27,746 

（30,192） 

23,051 

26,564 

（28,948） 

21,616 

27,837 

（30,713） 

22,484 

28,361 

（32,886） 

22,249 

28,215 

（32,772） 

22,062 

26,393 

（30,866） 

19,803 

25,543 

 

19,513 

25,983 

 

20,098 

24,805 

 

18,935 

26,368 

 

19,841 

＊H29年度以前の歳出総額は、地方消費税清算特別会計の設置（平成 30年 4月）に伴い、関連予算を調整した後の数値。 

 

【3】 一般会計の内訳 

１ 歳 出 

 

○人 件 費：６，９３２億円（前年度当初比 ９９．７％、▲２０億円） 

退職手当や教職員定数の減少などにより、２０億円の減。 
 

 

令和２年度 対前年度比 

・条例定数 

（一般会計） 

知事部局 

教育庁（小中高等学校教職員等） 

公安委員会（警察職員） 

その他 

7,250 

43,000 

23,292 

194 

人 

人 

人 

人 

0 

▲52 

0 

0 

人 

人 

人 

人 

 計 73,736 人 ▲52 人 

 

 

・人件費の推移                                            単位：億円 

 H２４ 

決算 

H２５ 

決算 

H２６ 

決算 

H２７ 

決算 

H２８ 

決算 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R１ R２ 

当初 当初 補正後 

人 件 費 

給 料 等  

退職手当 

8,221 

7,116 

1,105 

7,820 

7,025 

795 

8,340 

7,536 

804 

8,235 

7,480 

755 

8,240 

7,514 

726 

6,793 

6,285 

508 

6,726 

6,222 

504 

6,953 

6,428 

525 

6,846 

6,341 

505 

6,932 

6,438 

494 
 

 

 

 

＜参考１＞令和元年度の主な給与改定について 
１ 地域手当を１１％から１１．８％へ引上げ     【実施時期：平成３１年４月１日】 

２ 期末勤勉手当を０．０５月分引上げ        【実施時期：令和元年６月期・１２月期】  
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○公 債 費：３，２７１億円（前年度当初比 ９９．６％、▲１２億円） 

令和元年度府債発行分の金利の低下による利子負担の減少などにより、 

１２億円の減。 
 

 

・公債費、府債残高の推移（一般会計）                              単位：億円 

 H２４ 

決算 

H２５ 

決算 

H２６ 

決算 

H２７ 

決算 

H２８ 

決算 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R１ R２ 

当初 当初 補正後 

公 債 費 

(参考)府債残高 

2,657 

52,491 

3,261 

53,523 

3,182 

54,334 

3,266 

53,797 

3,141 

53,691 

3,128 

53,661 

3,159 

53,626 

3,282 

54,034 

3,260 

53,627 

3,271 

53,491 

＊府債残高は、臨時財政対策債等を含む数値。府債残高については、９ページ参照。 

 

 

 

 

○建設事業費： 

 

１，６９３億円（前年度当初比 ９３．７％、▲１１４億円） 

南海トラフ巨大地震対策や大阪の成長を実現する新たなインフラ整備な

ど、府にとって必要性・緊急性が高い事業について、計画的に整備を推

進。一方で、保育所等の国基金を活用した整備や、北大阪急行線の延伸

整備の計画見直しによる減などにより、１１４億円の減。 

 

 

・補助事業費：

 

１，０７６億円（前年度当初比 ９９．１％、▲９億円） 

保育所等の国基金を活用した整備の減少などにより、９億円の減。 

 

・単独事業費： 

 

６１７億円（前年度当初比 ８５．４％、▲１０５億円） 

北大阪急行線の延伸整備の計画見直しや福祉情報コミュニケーションセン

ターの整備進捗による減少などにより、１０５億円の減。 
 

 

・建設事業費の推移                                         単位：億円 

 H２４ 

決算 

H２５ 

決算 

H２６ 

決算 

H２７ 

決算 

H２８ 

決算 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R１ R２ 

当初 当初 補正後 

建設事業費 

補  助 

うち国直 

単  独 

1,520 

930 

132 

590 

1,492 

962 

100 

530 

1,683 

916 

85 

767 

1,561 

776 

75 

785 

1,617 

851 

108 

766 

1,513 

855 

58 

658 

1,5９2 

902 

73 

690 

1,808 

1,085 

83 

723 

1,717 

1,045 

89 

671 

1,693 

1,076 

94 

617 
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○一般施策経費： 

 

１兆１，０３０億円（前年度当初比 ９９．０％、▲１１５億円） 

支出が義務付けられている社会保障関係経費の増加があるものの、 

中小企業向け制度融資預託金や選挙執行費（知事、府議会議員、参議

院議員等）の減少などにより、１１５億円の減。 

 

 

・一般施策経費の推移                                        単位：億円 

 H２４ 

決算 

H２５ 

決算 

H２６ 

決算 

H２７ 

決算 

H２８ 

決算 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R１ R２ 

当初 当初 補正後 

一般施策経費 

うち貸付金 

うち補助金等 

12,075 

4,835 

5,459 

11,933 

4,163 

5,562 

11,257 

3,558 

5,674 

10,965 

3,334 

6,044 

10,647 

3,049 

6,108 

10,337 

2,661 

6,144 

10,046 

2,483 

5,770 

11,145 

3,160 

6,119 

10,225 

2,275 

6,075 

11,030 

2,824 

6,377 

＊社会保障関係経費の状況については、５ページ参照。 

 

 

 

≪主なもの≫              R２当初 

・中小企業向け制度融資預託金 

・国保・後期高齢者医療関係費 

・介護給付費負担金 

・私学関係助成 

・障がい者自立支援給付費等負担金 

 

２，７９０

２，０７８

１，０３０

0,８６４

0,５５０

億円 

億円 

億円 

億円 

億円 

・施設型給付費等負担金 

・児童手当給付費 

・福祉医療費助成 

・大阪府流域下水道事業会計繰出金 

・地域医療介護総合確保基金事業費  

４８９

２０１

１８０

１４９

１２２

億円 

億円 

億円 

億円 

億円 
 

 

≪増減の大きいもの≫  R１当初→R２当初 

 

（補助金等） （貸付金） 

・中小企業向け制度融資預託金 

 

（その他＊） 

・被災者生活再建支援基金拠出金 

・国民健康保険特別会計繰出金 

＊物件費、繰出金、投資及び出資金 

 

・私立高等学校等就学支援事業費 

・施設型給付費等負担金 

・障がい者自立支援給付費等負担金 

・私立専門学校授業料等減免事業費 

・介護給付費負担金 

・後期高齢者医療給付費負担金 

・選挙執行費（知事、府議会議員、参議院議員等） 

 

（積立金） 

・安心こども基金積立金 

 

 

＋８５

＋６２

＋４６

＋４１

＋２６

＋２２

▲６８

＋２３

億円 

億円 

億円 

億円 

億円 

億円 

億円 

 

 

億円 

▲３４０

 

▲２５

▲１２

 

億円 

 

 

億円 

億円 
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■令和 2 年度当初予算における社会保障関係経費の状況 

 

＜社会保障関係経費の内訳＞ 

・ 社会保障関係経費（一般財源ベース）は、前年度当初比で 105.0％、266億円の増。 

単位：億円 

科目等 
R1当初 R2当初 増 減 

総 額 
 

総 額 
 

総 額 
 

一般財源 一般財源 一般財源 

福祉費 

社 会 福 祉 費  

社会福祉施設等退職手当共済費補助金など 
45 

(17) 

35 

(17) 

44 

(16) 

34 

(16) 

▲1 

(▲1) 

▲1 

(▲1) 

障がい者福祉費  
障がい者自立支援給付費等負担金や自立 

支援医療費（更生医療）給付費など 

756 

(583) 

720 

(581) 

771 

(631) 

758 

(628) 

14 

 (48) 

37 

(47) 

高齢者福祉費  
介護給付費負担金や低所得者保険料軽減 

負担金など 

1,191 

(1,088) 

1,127 

(1,088) 

1,242 

(1,137) 

1,170 

(1,137) 

50 

(48) 

42 

(48) 

児 童 福 祉 費  
保育所等にかかる施設型給付費等負担金や 

児童福祉施設事業費など 

1,098 

(799) 

898 

(728) 

1,165 

(949) 

988 

(875) 

66 

(150) 

90 

(147) 

生 活 保 護 費  
生活保護給付費など 

53 

(52) 

31 

(30) 

52 

(52) 

29 

(29) 

▲1 

(▲1) 

▲1 

(▲1) 

健 康 

医療費 

公衆衛生費等 
措置入院及び通院医療費や難病対策費など 

514 

(273) 

272 

(137) 

527 

(266) 

280 

(134) 

13 

(▲7) 

8 

(▲3) 

医 薬 費  
後期高齢者医療給付費負担金や国民健康 

保険基盤安定事業費負担金など 

2,234 

(2,073) 

2,097 

(2,051) 

2,260 

(2,100) 

2,123 

(2,079) 

26 

(26) 

27 

(27) 

教育費 
文 教 諸 費 等  
私立幼稚園等にかかる施設型給付費等負担 

金や私立専門学校授業料等減免事業費など 

118 

(106) 

 106 

(106) 

192 

(192) 

171 

(171) 

74 

(86) 

65 

(65) 

合  計 
6,009 

(4,993) 

5,287 

(4,740) 

6,253 

(5,343) 

5,553 

(5,069) 

243 

(350) 

266 

(329) 

＊ （ ）内は、法令等によって支出が義務付けられている経費の額。 

＊上表の数値は職員人件費を含まない。 

＊公衆衛生費等は、環境衛生費、保健所費を含む。 

＊文教諸費等は、文教諸費及び大学費のうち、消費税率引上げによる幼児教育・保育の無償化、高等教育の無償化 

にかかる経費（国制度分）の額。 

 

 

＜地方消費税増収分と社会保障関係経費＞ 

・ 地方消費税率引上げによる増収額（1％→2.2％分。1,060億円）は、全額を社会保障関係経費（5,553 

億円）の財源として活用。 

単位：億円 

 R1当初 R2当初 増減 

【歳入】 地方消費税のうち社会保障財源相当額（市町村への交付金を除く） 784 1,060 276 

【歳出】 社会保障関係経費（一般財源ベース） 5,287 5,553 266 
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○減債基金への積立て：２６４億円（前年度当初比 ９８．１％、▲５億円） 

 

＊財政再建団体転落回避のため、平成１３～１９年度の間に、減債基金から合計５，２０２

億円の借入れを実施したため、減債基金残高が積立てておくべき額に比して不足。 

＊平成２１年度より、減債基金残高の復元を計画的に実施。令和６年度までの復元完了を

めざし、令和２年度は２６４億円を積立て。 

 

 

（参考１）減債基金復元額の推移                              単位：億円 

 H２１ 

決算 

H２２ 

決算 

H２３ 

決算 

H２４ 

決算 

H２５ 

決算 

H２６ 

決算 

H２７ 

決算 

H２８ 

決算 

減債基金復元額 

(うち当初予算) 

 (決算剰余金 1/2 相当額) 

(そ の 他) 

52 

 

(52) 

383 

(228) 

(155) 

514 

(385) 

(129) 

313 

(260) 

(53) 

 

766 

(320) 

(61) 

(385) 

392 

(280) 

(112) 

 

299 

(280) 

(19) 

 

303 

(276) 

(27) 

 

復元額累計 

積立不足額 

52 

5,150 

435 

4,767 

949 

4,253 

1,262 

3,940 

2,028 

3,174 

2,420 

2,782 

2,719 

2,483 

3,022 

2,180 
 

 

 

 

 

 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R１ 

最終 

R２ 

当初 

284 

(273) 

(11) 

 

285 

(271) 

(14) 

 

294 

(269) 

(25) 

 

264 

(264) 

 

3,306 

1,896 

3,591 

1,611 

3,885 

1,317 

4,149 

1,053 

 

 

（参考２）実質公債費比率算定上の積立必要額との差引の推移            単位：億円 

 H２１ 

決算 

H２２ 

決算 

H２３ 

決算 

H２４ 

決算 

H２５ 

決算 

H２６ 

決算 

H２７ 

決算 

H２８ 

決算 

積 立 必 要 額 

上記に対応する基金残高 

6,352 

1,418 

6,847 

1,665 

7,677 

1,865 

8,724 

2,817 

8,577 

3,535 

8,611 

4,125 

8,261 

3,861 

8,001 

3,699 

差引 ▲4,934 ▲5,182 ▲5,812 ▲5,907 ▲5,042 ▲4,486 ▲4,400 ▲4,302 
 

 

 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R１ 

最終 

R２ 

当初 

8,237 

4,235 

8,453 

4,899 

8,761 

5,757 

8,641 

6,426 

▲4,001 ▲3,553 ▲3,004 ▲2,215 
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２ 歳 入 

 

○歳入全体の特徴 

 

・実質税収は減少、地方交付税等は増加 

府税収入は、消費税率の引上げなどにより、前年度当初比１０４．４％、５６９億円の増。 

実質税収は、法人事業税交付金の創設などにより、前年度当初比９９．３％、８９億円の

減。 

また、臨時財政対策債を含む地方交付税については、前年度当初比１０４．６％、１７０

億円の増。 

 

 ・府債発行は減少 

減収補塡債や臨時財政対策債の減少により、府債は前年度当初予算比９５．６％、１１４

億円の減。 
 

 

○府税収入 

・令和２年度見込み 

・実質税収 

 

１兆３，４１３億円 （前年度当初比 １０４．４％    ＋５６９億円） 

１兆２，０７６億円 （前年度当初比  ９９．３％     ▲８９億円） 

 

＊税制改正の影響等で法人二税は減少。一方で、税率の引上げなどにより地方消費税は増加。

また、雇用・所得環境の改善などにより個人府民税は増加。 

 

法人二税 ４，３０８億円 （前年度当初比 ９８．１％ ▲８１億円） 

地方消費税 ４，０６７億円 （前年度当初比 １１６．１％ ＋５６５億円） 

個人府民税 ２，９９７億円 （前年度当初比 １０４．２％ ＋１２１億円） 

＊うち森林環境税は、１２億円（前年度当初比１０１．２％） 

宿泊税 １５億円 （前年度当初比 ７８．６％ ▲４億円） 

 

＜参考２＞地方法人課税の偏在是正措置について 

 法人二税については、地域間の税源の偏在性を是正し、財政力格差の縮小を図ることを目的とし

て、一部国税化がなされてきたが、消費税率（国・地方）１０％段階においても、法人府民税の更な

る交付税原資化や法人事業税交付金の創設など、新たな措置が行われた。 
・法人府民税法人税割の税率の改正   ▲１９５億円（前年度最終比） 
・法人事業税交付金の創設       ▲１７０億円（前年度最終比） 
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・府税収入の推移                                           単位：億円 

 H２ 

決算 

H１９ 

決算 

H２６ 

決算 

H２７ 

決算 

H２８ 

決算 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R１ R２ 

当初 当初 補正後 

府税収入 

 

実質税収 

法人二税 

 

14,731 

 

13,510 

7,982 

13,425 

 

11,591 

5,667 

11,003 

 

10,954 

3,292 

 

12,840 

 

11,858 

3,689 

 

12,992 

 

12,045 

4,080 

 

13,289 

 

11,667 

4,285 

 

12,778 

 

11,890 

4,419 

 

12,844 

 

12,165 

4,390 

 

12,998 

 

12,306 

4,661  

13,413 

 

12,076 

4,308 

 

＊平成 29年度以前の府税収入は、地方消費税清算特別会計の設置（平成 30年 4月）に伴い、関連予算を調整した後の数値。 

＊実質税収は、（府税＋譲与税＋精算金収入）－（税関連の市町村交付金、精算金支出、還付金等）。 

＊法人二税のピークは、平成元年度（８，３５２億円）。 

 

 

 

○地方譲与税：１，５７４億円（前年度当初比  ９９．３％、▲１２億円） 

・うち特別法人事業譲与税：１，５３６億円 （前年度当初比  ９９．４％、▲９億円） 

 ＊特別法人事業譲与税の対前年度当初比は、前年度の地方法人特別譲与税に対するもの。 

 

＜参考３＞特別法人事業譲与税 

 令和元年 10月１日以後に開始する事業年度から、地方法人課税の偏在是正措置として、法人事業税（地方

税）の一部を国税として徴収する特別法人事業税及びそれを各都道府県に人口を基準として譲与する（不交

付団体に譲与制限あり）特別法人事業譲与税を創設。 

なお、令和２年２月以降に国に払込まれた地方法人特別税については、特別法人事業譲与税の原資とみな

して譲与される。 

 

 

 

○地方交付税：２，４２８億円 （前年度当初比 １０８．５％、＋１９０億円） 

・臨時財政対策債を加算した額：３，８４８億円（前年度当初比 １０４．６％、＋１７０億円） 

 

 

・地方交付税の推移                                         単位：億円 

 H２４ 

決算 

H２５ 

決算 

H２６ 

決算 

H２７ 

決算 

H２８ 

決算 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R１ R２ 

当初 当初 補正後 

地方交付税 

[臨時財政対策債] 

 

2,844 

[2,912] 

(5,756) 

2,844 

[3,074] 

(5,918) 

2,764 

[2,630] 

(5,394) 

2,826 

[1,835] 

(4,660) 

2,764 

[1,519] 

(4,283) 

2,448 

[1,515] 

(3,962) 

2,360 

[1,532] 

(3,892) 

2,238 

[1,440] 

(3,678) 

2,472 

[1,389] 

(3,861) 

2,428 

[1,420] 

(3,848) 

＊（ ）内は、臨時財政対策債を加算した数値。 
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○ 府  債 ： 

 

２，４８９億円（前年度当初比 ９５．６％、▲１１４億円） 

通常債（※）の減少に加え、税・地方交付税の代替として発行する減収補塡

債や臨時財政対策債の減少により、府債は１１４億円の減。 

 （※）地方財政法第５条に基づき公共施設又は公用施設の建設事業費等の財源に充当する 

地方債。 

 

・通常債 

・減収補塡債 

・臨時財政対策債 

・行政改革推進債 

７８７億円 

２２９億円 

１，４２０億円 

５３億円 

（前年度当初比  ９６．８％ 

（前年度当初比  ８１．８％ 

（前年度当初比  ９８．６％ 

（前年度当初比  ７５．７％ 

▲２６億円） 

▲５１億円） 

▲２０億円） 

▲１７億円） 
 

 

⇒ 臨時財政対策債等を除いた府債残高は、平成１９年度以降減少。全会計の府債残高は

前年度に比べて減少。 
 

 

・府債発行額の推移                                            単位：億円 

 H２４ 

決算 

H２５ 

決算 

H２６ 

決算 

H２７ 

決算 

H２８ 

決算 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R１ R２ 

当初 当初 補正後 

一 般 会 計 

府債発行額 
3,926 3,781 3,379 2,757 2,939 2,404 2,413 2,603 2,367 2,489 

一 般 会 計 

府 債 残 高 
52,491 53,523 54,334 53,797 53,691 53,661 53,626 54,034 53,627 53,491 

全会計残高 

うち臨財債等残高 

うちその他残高 

62,510 

[27,415] 

[35,095] 

63,293 

[29,117] 

[34,176] 

63,751 

[30,561] 

[33,190] 

62,861 

[31,323] 

[31,538] 

62,327 

[31,925] 

[30,403] 

61,731 

[32,661] 

[29,069] 

61,402 

[33,089] 

[28,313] 

61,552 

[33,616] 

[27,936] 

61,128 

[33,244] 

[27,885] 

60,874 

[33,324] 

[27,550] 

＊臨財債等とは、臨時財政対策債、減税補塡債、減収補塡債及び臨時税収補塡債。 

 

 

 

 

○その他歳入： 

 

４，２９９億円（前年度当初比 ９３．７％、▲２９１億円） 

財政調整基金繰入金の増があるものの、中小企業向け制度融資預託金

の減少による貸付金元利収入の減や安心こども基金繰入金の減などによ

り、その他歳入は２９１億円の減。 

 

・貸付金元利収入 

 

２，８５４億円 

 

（前年度当初比 ８９．３％ 

 

▲３４２億円） 
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○財政調整基金 

の取崩し 

：５２１億円 （前年度当初比 １５５．５％、＋１８６億円） 

地方交付税の増加や人件費の減少があるものの、社会保障関係経費

の増加、実質税収の減少などにより、財政調整基金の取崩しは、１８６

億円の増。 

 

 

 

・財政調整基金残高の推移                                     単位：億円 

年 度 H２１ H２２ H２３ H２４ H２５ H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ 

残 高 
6 

(434) 

78 

(1,256) 

784 

(1,385) 

711 

(1,438) 

1,037 

(1,500) 

1,039 

(1,612) 

843 

(1,602) 

544 

(1,479) 

584 

（1,475） 

1,117 

（1,489） 

 

 R１ R２          

 
1,148 

(1,564) 

1,043 

 

        

＊上段は当初見込み、下段は平成３０年度までは決算額、令和元年度は５号補正後見込み。 

 

 

 

 （参考）財政調整基金の積立て・取崩しについて 

単位：億円 

 取崩額 積立額 残 高 

◆ 令和元年度当初予算編成 335  1,148 

◆ 平成３０年度１０号補正 6  1,142 

◇ 
平成３０年度決算取崩し 
（最終 12億円⇒決算取崩しなし） 

▲12  1,154 

◇ 平成３０年度決算剰余金の 1/2編入  25 1,179 

◆ 令和元年度１号～４号補正 2  1,177 

◆ 
令和元年度５号補正 
（現計 337億円⇒最終 皆減） 

▲337  1,514 

◆ 令和元年度５号補正 積立  50 1,564 

□ 令和２年度当初予算編成 521  1,043 

 



１

（１）性質別内訳 単位：百万円、％

構成比 構成比 前年度比

41.4 40.7 99.7

26.8 26.3 99.7

2.0 2.0 99.9

12.6 12.4 99.6

8.7 11.1 128.5

7.0 6.4 93.7

4.2 4.1 99.1

2.8 2.3 85.4

42.9 41.8 99.0

12.2 10.7 89.4

23.5 24.2 104.2

1.3 1.3 102.0

5.9 5.6 97.2

100.0 100.0 101.5

77.3 75.2 98.7

67.3 70.0 105.5

  ＊ 人件費、公債費、税関連歳出、社会保障関係経費（義務的経費）の合計

（２）目的別内訳 単位：百万円、％

構成比 構成比 前年度比

0.1 0.1 98.6

4.5 4.5 100.3

12.6 12.8 103.0

10.9 10.9 101.3

12.8 11.3 89.7

0.7 0.8 107.2

6.1 5.5 92.8

0.5 0.4 87.6

10.5 10.5 100.9

21.0 21.0 101.7

20.3 22.2 111.0

100.0 100.0 101.5

増  減  額

増  減  額R２当初

R２当初

福 祉 費

総 務 費

健 康 医 療 費

都 市 整 備 費

住 宅 ま ち づ く り 費

そ の 他

2,636,766

商 工 労 働 費

環 境 農 林 水 産 費

教 育 費

警 察 費

建 設 事 業 費

人 件 費

税 関 連 歳 出

う ち 一 般 歳 出

議 会 費

貸 付 金

合 計

積 立 金

令和２年度当初予算【計数表】
歳 出

区  分

義 務 的 経 費

扶 助 費

公 債 費

R１当初

R１当初

う ち 義 務 的 支 出 ( ＊ )

国 庫 補 助

目 的 別

補 助 金 等

▲ 38

▲ 3,279

▲ 2,048

▲ 1,193

64,596

そ の 他

単 独

一 般 施 策 経 費

331,790

117,903

12,461

273,641

18,961

275,980

合 計

▲ 4,285

▲ 25,665

38,417

▲ 11,444

▲ 10,518

▲ 11,456

▲ 33,641

61,748

107,560 ▲ 927

1,103,036

282,381

637,693

1,076,256

328,248

52,718

695,290

1,072,977

693,242

1,114,492

33,466

1,749,674 1,846,009

2,009,786

2,598,349

611,902

316,022

148,817

34,144

169,308

1,984,122

2,636,766

153,102

108,486

72,266

291,445

52,680

327,055

226,849

180,752

96,335

25,791

678

2,340

10,919

2,972

157,560

327,000

282,781

9,389545,049

586,469 58,237

554,438

▲ 34,051

3,777

412

9,928

▲ 41

1,358

▲ 1,542

▲ 11,390

336,928

118,315

2,931

146,170

297,739

20,319

286,557

528,232

2,598,349 38,417

11



（３）部局別内訳 単位：百万円、％

構成比 構成比 前年度比

0.0 0.0 107.9

0.5 0.4 74.8

1.1 1.0 97.7

23.0 25.0 110.4

0.9 0.9 105.8

0.0 0.0 86.2

12.5 12.8 104.1

10.9 10.9 101.3

12.8 11.3 89.7

0.7 0.8 106.3

6.1 5.6 92.1

0.5 0.4 87.3

10.5 10.5 100.9

20.5 20.4 101.2

100.0 100.0 101.5

〔参考〕部局別フルコスト予算の内訳

単位：百万円、％

構成比 構成比 前年度比

0.0 0.0 107.9

0.6 0.5 83.5

1.2 1.2 95.1

16.4 18.7 115.6

1.0 1.0 97.8

0.0 0.0 86.2

12.5 12.9 104.0

11.3 11.3 102.1

12.9 11.4 89.7

0.9 0.9 104.2

11.0 10.1 93.5

0.6 0.5 93.5

10.8 10.7 101.0

20.8 20.8 101.4

100.0 100.0 101.5

部 局 名

公 安 委 員 会

健 康 医 療 部

府 民 文 化 部

副 首 都 推 進 局

R１当初 R２当初

新公会計制度の導入を踏まえ、下記のとおり職員費や公債費を含むフルコスト予算（事業費＋職員費＋公債費）を整理

健 康 医 療 部

R１当初

教 育 庁

公 安 委 員 会

商 工 労 働 部

環 境 農 林 水 産 部

住 宅 ま ち づ く り 部

合 計

都 市 整 備 部

R２当初 増  減  額

副 首 都 推 進 局

政 策 企 画 部

環 境 農 林 水 産 部

Ｉ Ｒ 推 進 局

財 務 部

福 祉 部

総 務 部

総 務 部

福 祉 部

財 務 部

府 民 文 化 部

Ｉ Ｒ 推 進 局

534

597,719

都 市 整 備 部

合 計

教 育 庁

商 工 労 働 部

住 宅 ま ち づ く り 部

部 局 名

政 策 企 画 部

7,703

2,636,766

540,988 548,691

159,212

38,417

▲ 1,591

13,452

275,980

282,781

531,646 538,060

20,503

12,525

28,194

873

23,280

10,934

146,680

2,340

331,790

2,598,349

▲ 657

39

▲ 12,531

13,216

3,777

1,217

6,414

2,636,766

▲ 34,051

27,537

297,739

286,557

336,672

62,400

10,059

292,512

▲ 34,409

2,858

956

334,413

279,957

13,909 ▲ 963

▲ 18,531

282,815

267,377285,908

6,185

300,005

22,627 23,583

▲ 3,393

660,118

753 ▲ 121

1,35924,639

増  減  額

495 39

▲ 1,606

534

495

323,456

273,641

19,286

326,134

32,508

15,249 12,731 ▲ 2,518

425,435 491,699 66,264

873 753 ▲ 121

26,377 25,790 ▲ 587

30,902

339,279

38,417

298,697

2,598,349

14,872

13,146

12



２

単位：百万円、％

構成比 構成比 前年度比

49.4 50.9 104.4

〔103.9〕

【99.3】

11.0 11.4 104.2

16.9 16.3 98.1

〔98.5〕

13.5 15.4 116.1

8.0 7.7 98.3

6.1 6.0 99.3

5.9 5.8 99.4

0.5 0.2 39.0

8.6 9.2 108.5

7.7 8.0 105.8

10.0 9.4 95.6

3.1 3.0 96.8

1.1 0.9 81.8

5.5 5.4 98.6

0.3 0.2 75.7

17.7 16.3 93.7

12.3 10.8 89.3

1.3 2.0 155.5

4.1 3.5 87.3

100.0 100.0 101.5

98.7 98.0 100.8

72.4 73.5 103.1

  ＊地方税、地方譲与税、地方特例交付金、地方交付税など使途が特定されない財源。

  ※ 端数処理の関係上、各項目の合計額が合わないことがある。

そ の 他

府 税

府 債

行 政 改 革 推 進 債

臨 時 財 政 対 策 債

通 常 債

地 方 譲 与 税

そ の 他

そ の 他 の 税

法 人 二 税

〔地方法人特別譲与税 ・
特別法人事業譲与税込み〕

地 方 消 費 税

区  分

【 実 質 税 収 】

個 人 府 民 税

R１当初 増  減  額

〔地方法人特別譲与税 ・
特別法人事業譲与税込み〕

R２当初

歳 入

合 計

う ち 一 般 財 源 （ ＊ ）

地方法人特別譲与税 ・
特別法人事業譲与税

地 方 交 付 税

地 方 特 例 交 付 金

財 政 調 整 基 金 除 く

財 政 調 整 基 金

貸 付 金 元 利 収 入

減 収 補 塡 債

国 庫 支 出 金

19,8162,564,858

5,300

429,931

285,363

33,491

〔▲9,078〕

▲ 3,625

11,569

19,000

▲ 1,165

1,880,737 1,939,088 58,352

2,584,675

157,408

12,064

158,573

154,521

56,532

2,598,349 2,636,766

92,476

52,091

22,900

4,700

81,286

350,125

▲ 11,407260,286 248,879

78,679

142,000

406,657

▲ 8,138

287,649 299,747

430,835

200,201

223,800

207,664

153,581

242,800

211,770

▲ 940

▲ 7,364

12,098

204,039

38,417

▲ 2,607

▲ 1,700

18,601

▲ 13,461

▲ 5,100

▲ 29,084

▲ 2,000

▲ 34,224

1,341,278 56,867

144,000

459,014

105,937

319,587

〔55,927〕

【▲8,896】【1,216,513】

〔1,438,932〕

1,284,411

【1,207,617】

〔1,494,859〕

438,973

〔584,416〕〔593,494〕

7,000

28,000
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（参考） 独自指標の状況について

（※令和２年度当初予算編成時点における令和２年度末見込の数値）

（Ⅰ）正味収支（条例第17条第2項第1号）

【算定式】 

正味収入〔歳入総額―本来当該年度以外の年度に属すべき歳入〕

 －正味支出〔歳出総額－本来当該年度以外の年度に属すべき歳出（減債基金返済金含む）〕

【算定結果】 

億円

（Ⅱ）本来収支（条例第17条第2項第2号）

【算定式】 

本来収入〔正味収入-補完的な収入〕-正味支出

【算定結果】 

億円

（Ⅲ）実質府債残高倍率（条例第17条第2項第3号）

【算定式】 

【算定結果】 

（Ⅳ）収益的収支比率（条例第17条第2項第4号）

【算定式】 

 収益的支出〔正味支出-資本的支出〕

 収益的収入〔本来収入-資本的収入〕

【算定結果】 

％

264

▲ 257

全会計府債残高-減収補塡債-減税補塡債-臨時税収補塡債-臨時財政対策債

税収+地方交付税+特別法人事業譲与税+臨時財政対策債

1.46

86.8

14



＜参考＞ 府債の状況

１  府債発行額・残高等の状況

単位：億円

53,626 2,367 3,875 6,242 53,627 2,489 4,514 7,138

7,776 167 733 1,175 7,502 235 353 707

61,402 2,535 4,608 7,416 61,128 2,724 4,867 7,845

33,089 1,490 1,827 3,162 33,244 1,649 2,416 3,985

28,313 1,045 2,781 4,254 27,885 1,075 2,451 3,861

２  公債管理特別会計の状況

単位：億円

一般会計繰入金 3,282 3,271

借 換 債 3,875

減債基金繰入金 1,432 208 114.5%1,640

100.4%2,063

▲ 12 99.6%

増  減  額 前年度比

4,514

R2当初

29

638 116.5%

臨時財政対策債等

一般会計繰入金

3 110.3%

3,271 ▲ 12 99.6%

R2当初 増  減  額 前年度比

7,505 710

290 ▲ 51 85.1%

9

区  分
H30
残高 新規

発行額
借換債

元金
償還額

新規
発行額

借換債
元金
償還額

残高
見込

R1補正後

残高
見込

R2当初

一 般 会 計

手 数 料 26

歳 出 の 主 な も の R1当初

元 金 償 還 額 6,795

積 立 金 2,054

特 別 会 計

全 会 計

そ の 他

区  分 R1当初

公債管理特別会計 9,400

3,282

利 子 支 払 額 340

歳 入 の 主 な も の R1当初

10,026

53,491

7,383

60,874

110.5%

33,324

27,550

増  減  額 前年度比

626 106.7%

R2当初

15
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【４】主な事業 

単位：千円 

()：前年度予算 

いのちを守り、成長を支える危機対応力の強化     

 

１ 健康危機事象への対応力強化 

○ 感染症対策の強化 76,821)  

【健康医療部】 ≪新規≫  

 ・感染症対策の強化 40,229 ≪新規≫ 

 企業に対する感染症対策に関する研修や相談支援を実施するとともに、外国人旅行者に対し

て感染症予防や発症時の対応に関する情報を発信するなど、感染症発生時の対応力の向上や

予防啓発等を総合的に推進。 

 

 

 ・保健所等の機能強化 27,774 ≪新規≫ 

  一類・二類感染症等の発生に備え、関西国際空港を管轄する泉佐野保健所に患者搬送車や

防護服を配備し、保健所の機能を強化。 

 

 

 ・地域医療介護総合確保基金事業費(感染症対策) 8,818 ≪新規≫ 

  一類・二類感染症を含む輸入感染症や再興感染症・慢性感染症のまん延を防止するため、地

域の医療機関が、疑い例を含む輸入感染症の患者発生時に適切に対応できるよう研修を実施す

るとともに感染症指定医療機関との連携体制を構築するなど、地域医療介護総合確保基金を活

用し、感染症対策を充実。 

 

 

 

２ 将来の自然災害に備えた防災・減災対策 

○ 森林防災・減災対策事業(森林環境税の活用)  287,176)  

【環境農林水産部】 ≪新規≫  
 近年多発する豪雨による被災地の調査等により得られた新たな知見を踏まえ、土砂や流木流出

の恐れが高い危険渓流において、下流に人家等の保全対象が多い地区の民有林を対象に、土石

流の発生を抑止する治山ダム等を整備するとともに、流木の恐れのある危険木を伐採。 

※森林環境税は令和 2年 4月から 4年間延長 

 

 

 

○ 三大水門の更新 148,000)  

【都市整備部】 (10,000)  
 三大水門(安治川水門・尻無川水門・木津川水門)のうち木津川水門の更新に向けた詳細設計等を実

施。 

〔債務負担行為の設定(令和2～3年度)37,000千円〕 
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○ 防潮堤液状化対策 5,895,000)  

【都市整備部】 (7,793,000)  
 南海トラフ巨大地震に伴う液状化により沈下する恐れがある防潮堤等について、浸水被害が想定される

区間において、緊急性の高い箇所から地盤改良工事等を実施。 

〔債務負担行為の設定(令和2～5年度)1,547,000千円〕 

 

 

 

○ 建築物の耐震化の推進 1,032,178)  

【住宅まちづくり部】 (1,335,447) 

≪一部新規≫ 

 

 「住宅建築物耐震10ヵ年戦略・大阪」に基づき、住宅・建築物及びブロック塀等の耐震化を進めるため、

市町村及び所有者に対し補助を実施。 

 

 

 

○ 密集住宅市街地の地震対策 4,410,588)  

【住宅まちづくり部】 (4,718,893)  

 ・密集住宅市街地整備促進事業費補助金 1,877,846 (1,461,371) 

 地震時等に大きな被害が想定される密集市街地の防災性の向上や住環境の改善のため、老朽

住宅の除却や建替え、道路・公園などの公共施設の整備を行う市に対し補助を実施。 

・老朽住宅除却における個人負担率：1/6 

 

 

 ・延焼遮断帯整備促進事業 2,532,742 (3,257,522) 

  密集市街地における延焼拡大の抑制や緊急車両の通行経路の確保のため、広幅員の道路を

整備。 

・三国塚口線(用地取得、物件補償、道路工事等) 

・寝屋川大東線(用地取得、物件補償等) 

〔債務負担行為の設定 道路工事(令和 2～3年度)165,000千円〕 

〔債務負担行為の設定 用地取得(令和 2～4年度)1,756,403千円〕 

 

 

 

３ 自助・共助・公助の適切な連携による災害対応力の充実・強化 

○ 市町村の災害対策機能の強化 2,694)  

【政策企画部】 (2,694)  
 市町村の災害対策機能の強化を図るため、災害時に必要な受援計画の作成促進に向けた支援。 

 

 

 

○ 先端技術等を活用した災害対応力の強化 7,715)  

【政策企画部】 ≪新規≫  
 災害対応力の強化にＡＩ等の先端技術を活用するための調査検討を実施。 
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○ 災害時における多言語支援 23,532)  

【府民文化部】 (70,920) 

≪一部新規≫ 

 

 府内の外国人観光客に対し、災害情報等を多言語で提供するプッシュ通知機能付きのスマート

フォンアプリ等の運用及び外国人が受診可能な医療機関の位置情報等を提供する機能の追加。

また、交通・宿泊事業者等に対し、災害時の適切な多言語対応を学べる講座を実施。 

 

 

 

万博を契機とした成長・内外の課題解決をめざす取組みの推進     

 

１ 万博成功のための準備の加速 

○ 2025 年大阪・関西万博の推進 308,868)  

【政策企画部】 (204,132)  
 2025年大阪・関西万博の実施主体である(公社)2025年日本国際博覧会協会に対する会場建設にかか

る補助及び地元パビリオン検討や機運醸成などの関連事業を実施。 

 

 

 

○ 都市緑化を活用した猛暑対策(森林環境税の活用) 376,860)  

【環境農林水産部】 ≪新規≫  
 多くの人々が暑くても待たざるを得ないバス停のある駅前広場等において、暑熱環境の改善を

図るため、市町村等が行う緑化及び暑熱環境改善設備の設置に対し補助。 

※森林環境税は令和 2年 4月から 4年間延長 

 

 

 

○ 広域的な自転車通行環境の充実 14,465)  

【都市整備部】 ≪新規≫  
 夢洲から広域につながる自転車の通行空間において、大阪市や堺市などの関係機関と連携し、路面表

示によるルート案内や注意喚起など、安全で快適な自転車通行環境の充実を図るための検討を実施。 

 

 

 

２ ＳＤＧｓ先進都市をめざす取組み 

○ パソコン一斉シャットダウンシステムの構築 44,308)  

【総務部】 ≪新規≫  
 職員の心身の健康確保・ワークライフバランス・女性活躍を促進するため、パソコンを一斉にシャットダウ

ンするシステムを導入し、職員の時間外勤務の縮減及び仕事に対する意識改革を促進する。  

〔債務負担行為の設定(令和 2～5年度)19,363千円〕 

 

 

 

○ 性的指向及び性自認の多様性に関する府民の理解促進 7,786)  

【府民文化部】 ≪新規≫  
 性的指向及び性自認の多様性に関する府民の関心及び理解を深めるため、啓発イベントやシネマ広

告を実施。また、条例制定及びパートナーシップ宣誓証明制度を周知するため、ポスターを制作。 
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○ インターネット上の人権侵害の解消推進 207)  

【府民文化部】 ≪新規≫  
 人種又は民族を理由とする不当な差別的言動の解消の必要性に対する府民の関心及び理解

を深めるため、シンポジウムを実施。 

 

 

 

○ たばこ対策推進事業 288,616)  

【健康医療部】 (120,143) 

≪一部新規≫ 

 

 改正健康増進法及び府受動喫煙防止条例に基づく府民・事業者への周知啓発等を実施すると

ともに、府条例で規制対象となる飲食店への支援として、相談窓口を設置し喫煙室整備に係る費

用の一部を助成。 

また、法・条例の施行に伴う屋外における喫煙対策として、市町村や民間事業者との連携による

「屋外分煙所」のモデル整備を実施。 

 

※R1.1号補正含む 

 

○ 依存症対策強化事業 53,752)  

【ＩＲ推進局、健康医療部】 (27,964)  
 依存症対策を推進するため、予防啓発や相談支援体制を強化するとともに、医療機関を含む関

係機関職員への研修等を通じ連携体制を構築するなどし、依存症の総合的な支援体制を整備。  

また、ギャンブル等依存症に係る実態把握調査や海外先進事例調査を実施。 

 

 

 

○ バイオプラスチックビジネス等推進事業 9,083)  

【商工労働部】 ≪新規≫  
 府内中小企業による石油由来原料を使わないバイオプラスチック製品の研究開発等に対して補助。 

 

 

 

○ プラスチックごみ対策の推進 75,006)  

【環境農林水産部】 (30,515) 

≪一部新規≫ 

 

 2019年Ｇ20大阪サミットで共有された「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」の早期達成に貢献す

るため、おおさかプラスチック対策推進ネットワーク会議の意見を踏まえ、プラスチックごみ回収、環

境先進技術の調査や府民への啓発等のプラスチックごみ対策を実施。 

 

 

 

○ ＳＮＳ活用相談体制調査研究事業 29,496)  

【教育庁】 (9,949)  
 いじめを含む様々な悩みを抱える児童生徒に対する相談対応の充実を図るため、ＳＮＳ(ＬＩＮＥ)

を活用した相談対応を通年で実施。 
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○ 医療的ケア通学支援事業 567,369)  

【教育庁】 (25,257)  
 府立学校において、通学途上で医療的ケアが必要なために通学バスを利用できない等の理由

により通学が困難な児童生徒の通学体制を整備するため、介護タクシー等に看護師等が同乗する

等の通学支援について、対象者を拡充して実施。 

 

 

 

○ 小中学校における日本語指導の推進事業 49,800)  

【教育庁】 (11,983) 

≪一部新規≫ 

 

 日本語指導が必要な児童生徒のうち、学習面・生活面の支援が十分に受けられていない児童

生徒が在籍する小中学校及び夜間中学校等に対し、日本語指導スーパーバイザーの派遣、日本

語指導支援員・外国人児童生徒支援員の配置を実施。 

 

 

 

○ 小学生新学力テスト事業 320  

【教育庁】 ≪新規≫  
 府内の小学校 5・6年生全児童を対象に、課題の改善とその後の学習に活かすため、府内統一

テストを実施するとともに、児童の学力・生活状況を経年で把握・分析。 

〔債務負担行為の設定(令和 2～3年度)325,772千円〕 

 

 

 

３ 先端技術の活用によるスマートシティ化の推進 

○ スマートシティ戦略推進事業 82,448)  

【総務部】 ≪新規≫  
 住民や地域が抱える具体的な課題に対し、先端技術を積極的に活用して住民が実感できるか

たちで生活を変え、住民のＱｏＬ(生活の質)の向上や都市機能強化を図る。  

〔債務負担行為の設定(令和 2～5年度)25,070千円〕 

 

 

 

○ スマートシティ推進のための庁内ＩＣＴ環境の整備 34,843)  

【総務部】 ≪新規≫  
 スマートシティの推進主体となる府庁内において、映像・音声の活用による直接的な情報共有の

実現や府民等への情報提供、外部のヒト・モノ(デバイス)・サービスとの連携といった新たな執務環

境(庁内ＩＣＴ環境)を実現するための中長期的な庁内基盤のあり方や整備内容等を検討する。 

 

 

 

○ 手数料収納キャッシュレス化推進事業 15,956)  

【会計局】 ≪新規≫  
 平成 30年 10月の証紙廃止後に本庁の手数料納付窓口（本館、別館、咲洲の 3箇所）に設置

されているＰＯＳレジシステムの改修を行い、現金に加えて非現金（電子マネー、クレジットカード、

ＬＩＮＥ ＰＡＹ）の納付方法を導入することで、手数料収納のキャッシュレス化を推進する。  

〔債務負担行為の設定（令和 2～5年度）18,098千円〕 
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○ 府立学校スマートスクール推進事業 163,936)  

【教育庁】 ≪新規≫  
 府立学校において新たに整備する校内ＬＡＮやネットワーク機器等の保守を実施。また、整備を

行った通信環境下でのＩＣＴを活用したモデル事業を実施。 

 

 

 

４ 健康・医療をはじめ様々な産業分野でのイノベーションの促進、 

グローバル競争力強化 

○ 再生医療産業化推進事業 7,325)  

【商工労働部】 ≪新規≫  
 再生医療の実用化・産業化を推進するため、企業や医療機関等へヒアリングや細胞・組織の管理に必

要なビジネスモデルを検討。 

 

 

 

○ スタートアップ活躍促進事業 12,841)  

【商工労働部】 ≪新規≫  
 国のスタートアップ拠点都市の選定後、海外トップアクセラレーターによる大阪のスタートアップへの支

援を行うとともに、海外への情報発信を実施。 

 

 

 

国内外の人々を引きつける都市魅力の向上     

 

１ ＩＲの実現に向けた取組み 

○ 統合型リゾートの大阪立地推進 203,941)  

【ＩＲ推進局】  (318,141)  
 ＩＲの大阪への誘致を実現するため、ＩＲ事業者の選定や区域認定申請に向けた取組みとして、

選定委員会の運営や区域整備計画策定業務等を行うとともに、地域の合意形成に向けた府民理

解の促進を図るため府民全体、地元企業、大学生などを対象とした情報発信等を実施。 

〔債務負担行為の設定(令和 2～3年度)55,894千円〕 

 

 

 

２ 世界に存在感を示す都市魅力・都市空間の創造 

○ 大阪観光局による戦略的な観光集客の促進  275,000)  

【府民文化部】 (300,000)  
 府・市・経済界で設置した大阪観光局における海外プロモーションや観光客の受入環境整備等にかか

る費用を負担。 
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○ 万博記念公園駅前周辺地区の活性化 

(日本万国博覧会記念公園事業特別会計)  

80,576)  

【府民文化部】  ≪新規≫  
 万博記念公園駅前周辺地区において、「大規模アリーナを中核とした大阪・関西を代表する新

たなスポーツ・文化の拠点づくり」を推進するための環境整備として、万博記念公園中央駐車場等

の移転にかかる設計等を実施。 

 

 

 

○ 観光客受入環境の充実等(宿泊税の活用) 66,141)  

【府民文化部】 (35,738)  

 ・大阪周遊促進事業 60,641 (35,738) 

≪一部新規≫ 

 来阪旅行者の大阪府域への周遊性の向上を図るため、観光資源をつないだ周遊コースを策定

するとともに、世界遺産となった「百舌鳥・古市古墳群」等をつないだ周遊バスツアーを実施。 

 

 

 ・スポーツツーリズム創出事業 5,500 ≪新規≫ 

  スポーツツーリズムの創出につなげるため、インバウンドを含めた来阪旅行者等に向けて大阪

のスポーツ情報を発信するためのホームページを構築。 

 

 

 

○ 都市基盤の機能強化＜一部再掲＞ 86,603,052)  

【都市整備部】 (96,976,550)  
 都市構造を変える道路整備など成長を支える都市基盤を整備。 

・道路及び街路の整備、連続立体交差、河川及び港湾等の整備等 

 

 

 

○ 都市基盤施設の維持管理 27,288,218)  

【都市整備部】 (29,569,404)  
 更新期を迎えつつある都市インフラを計画的に維持管理。 

・道路、河川、港湾及び公園の維持管理 

 

 

 

○ 道路・鉄道ネットワークの整備 5,433,217  

【都市整備部】 (919,947)  

 ・なにわ筋線の整備 2,450,550 (202,197) 

 国土軸上の新大阪や大阪都心部(キタ・ミナミ)と関西国際空港や大阪南部地域間のアクセス強

化等に資するなにわ筋線の整備を促進するため、整備主体である関西高速鉄道㈱に対して出資・

補助。 

 

 

 ・淀川左岸線延伸部の整備 266,667 (200,000) 

 広域的な高速道路ネットワーク機能を強化する淀川左岸線延伸部の調査、設計等(国直轄事

業)の事業費の一部を法令に基づき負担。 
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 ・大阪モノレールの延伸 2,716,000 (517,750) 

 大阪都心部から放射状に延びる既存鉄道を環状に結節し、広域的な鉄道ネットワークを形成す

るとともに、沿線地域の活性化を図るため、大阪モノレールの門真市駅以南への延伸を実施。 

〔債務負担行為の設定(令和 2～9年度)20,948,960千円〕 

 

 

 

○ グランドデザイン推進費 18,534)  

【住宅まちづくり部】 (9,581) 

≪一部新規≫ 

 

 「グランドデザイン・大阪」及び「グランドデザイン・大阪都市圏」で示した多様な価値を創造する

大都市大阪の実現に向けた取り組みを実施。 

・新大阪駅周辺地域まちづくり検討調査(大阪市への負担金) 

・大阪城東部地区まちづくり検討調査(大阪市への負担金) 

・広域ベイエリアまちづくり検討調査 

 

 

 

未来を担う子どもたちが輝ける環境の充実     

 

１ 子どもの健やかな成長を支えるセーフティネットの充実 

○ ＳＮＳ等に起因した青少年の被害防止対策事業 4,661)  

【政策企画部】 (2,121) 

≪一部新規≫ 

 

 条例改正に伴う規制の周知などこれまでの取組みに加え、青少年や大人に直接届く、より効果的な広

報啓発・教育等を実施。 

 

 

 

○ 里親委託推進事業 225,418)  

【福祉部】 (109,651) 

≪一部新規≫ 

 

 里親委託の推進を図るため、フォスタリング機関による包括的な支援体制を整備するとともに、

更なる新規里親の確保に向けた取り組みを実施。 

 

 

 

○ ＳＮＳを活用した児童虐待防止相談事業 38,814)  

【福祉部】 ≪新規≫  
 児童虐待の未然防止・早期発見に資するよう、若い世代をはじめ、子育てに悩みを抱える者等

が相談しやすいＬＩＮＥ相談窓口を試行的に開設。 

 

 

 

○ 子ども家庭センター機能強化事業 500)  

【福祉部】 ≪新規≫  
 増加する児童虐待相談等に対応するため、子ども家庭センターの機能強化について検討を実

施。 
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○ 新子育て支援交付金 3,047,212)  

【福祉部】 (3,048,012)  
 市町村における乳幼児医療費助成をはじめとした子育て支援施策の充実を支援するため、交

付金を交付。 

 

 

 

２ 全ての子どもが平等にチャレンジし、可能性を追求できる教育の一層の充実 

○ 大阪府立大学・大阪市立大学等授業料等支援事業 1,850,756)  

【府民文化部】 ≪新規≫  
 経済事情等により大阪の子どもたちが進学を諦めることなくチャレンジできるよう、国の高等教育

の修学支援制度に大阪府独自の制度を加え、大阪府立大学・大阪市立大学等の授業料等を支

援。 

 

 

 

 

○ 新大学学舎整備事業 513,079)  

【府民文化部】 ≪新規≫  
 新大学の森之宮キャンパス等の学舎整備及び改修を行うため、公立大学法人大阪が実施する

基本設計等に係る費用を補助するとともに、森之宮キャンパス学舎建設予定地における民間活力

導入の可能性調査費用を負担等。 

〔債務負担行為の設定(令和 2～3年度)799,870千円〕 

 

 

○ 知的障がい支援学校の新設 15,656)  

【教育庁】 ≪新規≫  
 府立支援学校における知的障がい児童生徒の増加に対応するため、閉校した府立高校を活用

し、新たに知的障がい支援学校を整備。 

 

 

 

○ 私立高校生等の授業料支援 14,174,973)  

【教育庁】 (19,954,985)  
 私立高等学校及び専修学校高等課程等に在学する生徒の修学上の経済的負担の軽減を図

り、進路選択時に自由な学校選択の機会を提供するため、中間所得層(年収 800万円未満程度、

多子世帯においては年収 910万円未満程度)までを対象に授業料を支援。 

 

 

 

誰もが安心して暮らし、活躍できる環境の充実     

 

１ 全ての人々が安心して暮らせる総合的な安全対策の推進 

○ 交番・駐在所警戒カメラシステムの整備 110,170)  

【公安委員会】 ≪新規≫  
 交番等施設の管理、来所者や警察官の安全確保及び犯罪の予防や迅速な捜査のため、交番

等の外部に防犯カメラを整備。 
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○ 防犯アプリシステムの構築 9,060)  

【公安委員会】 ≪新規≫  
 犯罪発生状況や防犯対策等の情報を府民に提供するため、防犯機能を付加したアプリを構

築。 

 

 

 

２ 生涯を通じて心身ともに健康に暮らせる福祉・医療のさらなる充実 

○ ＩＣＴ導入支援事業 33,000)  

【福祉部】 ≪新規≫  
 職場環境改善や人材確保のために介護事業者が実施する、介護ソフトやタブレット端末等のＩＣ

Ｔ導入に要する費用の一部を補助。 

 

 

 

○ 自殺対策強化事業 88,451)  

【健康医療部】 (60,242) 

≪一部新規≫ 

 

 自殺対策を推進するため、電話相談や市町村職員等向け研修を実施するとともに、市町村等が行う自

殺対策事業に対し補助。また、若年者への自殺対策を強化するため、新たにＳＮＳ相談窓口を設置。 

 

 

 

３ 多様な人材の活躍につながる取組みの強化 

○ 重度障がい者就業支援事業 57,288)  

【福祉部】 ≪新規≫  
 常時介護を必要とする重度障がい者の就業中における介助等を支援する市町村(令和 2年度

は試行実施のため政令市のみ)に対し、経費の一部を補助。 

 

 

 

○ 外国人医療体制整備事業 28,398)  

【健康医療部】 (39,158)  
 急増する外国人旅行者等に対する医療提供体制の整備について検討を行う外国人医療対策協議会を

設置するとともに、受入医療機関向けに多言語医療通訳コールセンター及びトラブル相談窓口を運営。 

 

 

 

○ 障がい者雇用Ｎｏ.1 に向けた企業の取組促進 48,905)  

【商工労働部】 (41,769) 

≪一部新規≫ 

 

 「障がい者雇用日本一・大阪」をめざし、障がい者の雇用機会拡大と職場定着の取組みに関するセミナ

ー等を実施するとともに、事業者に対する雇用支援や職場体験実習を通じて障がい者の雇用を促進。 
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その他              

 

○ 副首都化の推進 534,301)  

【副首都推進局】 (495,161)  
 「副首都・大阪」の確立に向け「副首都ビジョン」に沿った取組みを推進するとともに、副首都・大

阪にふさわしい新たな大都市制度の検討及び都市機能の充実に向けた府市連携等を推進。 

・府市共同で設置する副首都推進局の運営に係る経費負担 

 

 

 

○ 電子調達システムの拡張 200,002)  

【総務部】 ≪新規≫  
 現在「物品」の随意契約のみで実施している見積合せ(情報システムを活用した見積徴取)を「委

託役務」、「工事」等に拡大し、少額随契における競争性・公平性・透明性を強化するとともに、業

務の改善を図る。 

〔債務負担行為の設定(令和 2～6年度)226,616千円〕 

 

 

 

○ 中央卸売市場のあり方検討(大阪府中央卸売市場事業会計) 11,000)  

【環境農林水産部】 ≪新規≫  
 卸売市場法の改正等、卸売市場を取り巻く環境が変化するなか、競争力のある市場をめざし、

中央卸売市場に求められる機能等について調査し、将来のあり方を検討。 

 

 

 

○ 大阪港湾局の設置 148,071)  

【都市整備部】 ≪新規≫  

(一般会計：44,907、港湾整備事業特別会計：103,164) 

 港湾の国際競争力の強化等を図るため、大阪府・大阪市の港湾管理の一元化をめざし、「大阪

港湾局」を共同設置するための経費。(令和 2年 10月 1日に業務開始予定) 

 

 

 

○ 警察署の建替等整備 4,223,224)  

【公安委員会】 (1,010,240)  
 警察施設としての機能維持を図るため、老朽化、狭隘化が著しい警察署の建替え等を実施。 

 

 

・東住吉警察署建替整備 (本体工事等) 

・守口警察署移転建替整備 (本体工事) 

・中堺警察署(仮称)新築 (本体工事) 

・和泉警察署移転建替整備 (基本計画) 

・貝塚警察署移転建替整備 (基本計画) 

 

(令和 3年度竣工予定) 

(令和 3年度竣工予定) 

(令和 3年度竣工予定) 

(令和 7年度竣工予定) 

(令和 7年度竣工予定) 

906,117 

1,653,779 

1,658,382 

2,434 

2,512 

 

 

 

 


